




近年,出生率の急激な低下がみられ,このまま低出生率で推移すれば,若年人口が減少し,日

本の社会全体に大きな影響を与えることが危惧される。 

このため,出生率を上げるように,児童手当の増額や育児休業制度の法制化等が検討されて

いる。しかし,これらの政策を実施しても,すぐには出生率の上昇が望めないことも考えら

れるので,当面の対策としては,出生した子供を健全に育成すること,すなわち不慮の事故

や疾病で命を失わないようにすることが重要である。一方,1～4 歳,5～9 歳,9～14 歳の小

児の死亡原因の第 1 位は不慮の事故及び有害作用によって占められており,全死因に対す

る割合も高い。 


